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https://www.kantei.go.jp/jp/singi/katsuryoku_kojyo/seichou_sokushin_wg/dai7/sankou.pdf


１．国内投資拡大・イノベーションの促進
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https://seichotoushi-hojo.jp/


https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/chiikimiraitoushi.html


https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/local10000_project.html


https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/seisakutokatsu_freight_tk2_000024.html


２．良質な雇用の実現
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html


https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/syotokukakudaisokushin/r6_chinagesokushinzeisei_pamphlet.pdf


雇用保険適用事業主の申請に基づき、その雇用する労働者が受講した訓練等
に応じて上記金額が支給されます。（令和６年４月時点の内容です。）

コース名 対象訓練・助成内容

助成率・助成額  注（ ）内は中堅企業を含む中小企業事業主以外

OFF-JT OJT

経費助成 賃金助成 実施助成

人材育成支援コース

OFF-JT訓練（人材育成訓練）
正規雇用:45(30)％
非正規雇用:60％

正社員化した場合:70％

760(380)円/時・人

－

OFF-JTとOJTの組み
合わせ訓練

企業の中核人材を育てるための訓練（認定実習併用職
業訓練）

45(30)％
最低６か月

20(11)万円/人

非正規の正社員化を目指して実施する訓練（有期実習
型訓練）

60％
正社員化した場合:70％

最低２か月
10(9)万円/人

教育訓練休暇等付与コース
有給教育訓練休暇制度(３年間で５日以上)を導入し、労働者が当該休暇を
取得して訓練を受けた場合

30万円
※制度導入助成

－ －

人への投資促進コース

高度デジタル人材訓練
／成長分野等人材訓練

デジタル 75(60)% 960(480)円/時・人 －

成長分野 75%
960円/時・人
※国内大学院

－

情報技術分野認定実習併用職業訓練
(OFF-JTとOJTの組み合わせ訓練)

60(45)% 760(380)円/時・人
最低６か月

20(11)万円/人

定額制訓練 60(45)% － －

自発的職業能力開発訓練 45% － －

長期教育訓練休暇制度
／教育訓練短時間勤務制度及び所定外労働免除
制度

長期休暇
20万円 

※制度導入助成

960（760）円/時・人
※有給時

－

短時間
勤務等

20万円 
※制度導入助成

－ －

事業展開等リスキリング支援
コース

事業展開等に伴い新たな分野で必要となる知識や技能を習得させるための訓練 75(60)% 960(480)円/時・人 －

事業の詳細はこちら（厚生労働省HP）
人材開発支援助成金

人材開発支援助成金

⚫ 事業主等が雇用する労働者に対して、その職務に関連した専門的な知識及び技能の習得をさせるための職業
訓練等を計画に沿って実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成する制度。
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html


https://www.pro-jinzai.go.jp/
https://www.chisou.go.jp/tiiki/jinzai_matching/index.html


予算額
7.2億円（令和5年度補正予算額）

給付金
 採用形態・年収に応じて一時金で給付
【給付金の計算方法】
雇用期間等又は2年間のいずれか短い期間に
雇用者等に支払われる給与等の合計額の3/10
【採用形態別の上限額】
転籍：500万円 兼業・副業、出向：200万円

成果目標
人材リストの登録数を充実させ

（令和６年2月29日時点で累計2,628人）
本事業を活用したマッチング成約数
（令和６年2月29日時点で累計65件）
の拡大を図る。

※ 資本金10億円以上又は常時使用する従業員の数が2,000人を超える法人

事業スキーム

事業の詳細はこちら（REVICareer）
地域金融機関による人材仲介

地域企業経営人材マッチング促進事業

⚫ 「経済財政運営と改革の基本方針2020」等を受け、転籍や兼業・副業、在籍出向等を通じて、大企業
（※）から地域の中堅・中小企業等へ人の流れを創出するため、人材プラットフォーム「REVICareer（レ
ビキャリ）」を整備し、地域金融機関による人材マッチングの取組を後押し。

⚫ レビキャリを活用して人材を採用した地域企業の申請により給付金を支給。
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https://www.revicareer.jp/


【特定技能制度とは】
深刻化する人手不足への対応として、生産性の向上や国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確保することが困難な
状況にある産業上の分野に限り、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れるための制度。

■特定産業分野（12分野）
介護 / ビルクリーニング / 素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業 / 建設/ 造船・舶用工業 / 自動車整備 / 航空 / 
宿泊 / 農業 / 漁業 / 飲食料品製造業 / 外食業

特定技能制度活用促進のための

海外ジョブフェア・国内マッチングイベント

予算額
令和６年度予算案額 1億280万円（令和5年度予算額：8,800万円）

事業内容

特定技能の在留資格で就労を希望する国内外に居住する外国人及び特定技能
外国人の雇用を希望する企業を対象に、マッチングイベント・ジョブフェアを実施
■対象となる企業の業種
上記の特定産業分野

マッチングイベント等の実施による特定技能制度の活用促進

⚫ 特定技能制度の活用を更に促進するため、「特定技能」の在留資格で就労を希望する国内外の外国人及び
特定技能外国人の雇用を希望する企業を対象に、マッチングイベント等を開催。
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特定技能制度・事業の詳細はこちら（出入国在留管理庁HP）
特定技能制度
マッチングイベント等の実施による特定技能制度の活用の促進について

制度について↓ 事業について↓

https://www.moj.go.jp/isa/applications/ssw/index.html
https://www.moj.go.jp/isa/applications/ssw/nyuukokukanri06_00126.html


３．外需獲得の支援等
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成果目標
農林水産物・食品の輸出額の拡大
（２兆円[2025年まで]、５兆円[2030年まで]）

事業の詳細はこちら（農林水産省HP）
輸出物流構築緊急対策事業

予算額 令和５年度補正予算額： 4.5億円

事業スキーム

１．輸出物流構築に向けたモデル実証

①基幹的な輸出物流ルートの強化
基幹的な輸出物流ルートにおける国内各地の輸出産地からの最適
な輸送ルートや集荷・保管体制の構築等を支援

②地方港湾等活用のための輸出商社・物流業者の育成
輸出物流構築のための輸出商社や物流事業者等の育成に向けた
調査・実証等を支援

２．輸出物流に必要な施設確保、設備・機器導入

物流施設の確保や、デジタル化や自動化・省人化のために必要な設
備・機器の導入を支援

■支援対象
１の事業：食品流通業者等で組織される団体
２の事業：食品流通業者、運送業者、貨物利用事業者等

■補助率１の事業は定額（上限4,000万円）、

２の事業は1/2以内、3/10以内

効率的な輸出物流の構築・輸出向けHACCP等対応施設の整備

⚫ 日本の農林水産物・食品を将来にわたって安定的に輸出し、国内の生産基盤の維持を図るため、基幹ルート
の機能強化や地方港湾等の活用促進など効率的な輸出物流の構築を支援。
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https://www.maff.go.jp/j/supply/hozyo/kanbo/231207_020-2.html


予算額

令和6年度予算案額 ：1.5億円（内数）
令和5年度補正予算額：３.0億円

事業スキーム

GFP登録者は、無料で次の支援を受けられる。
■生産者や食品製造事業者の登録者を対象に農林水産省、経済産
業省、国税庁、自治体、ジェトロ等が訪問して行う輸出診断

■GFPコミュニティサイトを活用した、生産者等が「売りたい」商品、輸出
商社が「買いたい」商品の掲示板への投稿

■メールマガジンによる規制情報や補助事業の公募等の輸出に関連す
る情報の提供

■登録メンバー同士の交流会やセミナー・商談会への参加等
■登録や詳細については、 GFPコミュニティサイトを参照

成果目標
農林水産物・食品の輸出額の拡大
（２兆円[2025年まで]、５兆円[2030年まで]）

事業の詳細はこちら（農林水産省HP）
GFP 農林水産物・食品輸出プロジェクト

農林水産物・食品輸出プロジェクト（GFP）

⚫ 輸出拡大に向けて、「１億人ではなく、100億人を見据えた農林水産・食品産業へ」をキーワードに、2018年
８月にGFPが発足。農林水産物・食品の輸出に意欲的に取り組もうとする生産者・事業者等の連携を図る
「GFPコミュニティサイト」に登録した者（令和６年２月時点 ８千人超）を対象に輸出をサポート。
※GFP（Global Farmers / Fishermen / Foresters / Food Manufacturers Project）：農林水産省が推進する日本の農林水産物・
食品輸出プロジェクト
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https://www.gfp1.maff.go.jp/entry/
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/gfp/gfptop.html


https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_fr1_000023.html


https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/activities/sme/index.html


（１）食品産業の輸出向けHACCP等対応施
設の整備支援

予算額

令和５年度補正予算額：55億円
令和６年度予算案額：1.5億円

事業スキーム

①施設等整備事業 輸出先国等が定める、HACCP等に適合す
る施設の認定、FSSC22000等の認証取得に必要な施設・設
備の整備（新設及び増築は掛かり増し経費に限る）

②効果促進事業 認定・認証取得に向けたコンサルティング費等

補助上限 5億円（補助率1/2以内）

（２）輸出先国規制対応支援事業

予算額

令和6年度予算案額： 2.6億円（内数）
令和5年度補正予算額：0.6億円（HACCP認定加速

化緊急支援事業）

事業スキーム

①HACCP認定の取得に向けた研修等の開催経費の支援

②専門家による現地指導に係る経費の支援等

（補助率：定額、1/2以内）

事業の詳細はこちら（農林水産省HP）
HACCP等への対応支援

成果目標（１）（２）共通
農林水産物・食品の輸出額の拡大
（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

製造ラインの添加物混入を回避す
る輸出専用ミキサーの導入

HACCP等への対応支援

⚫ 加工食品等の輸出拡大に向け、輸出先国等の求める基準・条件等の規制に対応するため、食品製造事業者
等が、輸出向けHACCP等の認定・認証取得に必要な施設や機器の整備等をする際に要する経費を支援。

⚫ 輸出拡大を目指す食品製造事業者等に対して、一般衛生管理やHACCPに基づく衛生管理に関する研
修や施設認定に向けた現地指導等の実施を支援。
※輸出事業計画の認定等の要件が必要。

21

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/gfp/haccp.html


https://tokubetsu.go.jp/


４．経営基盤の強化・整備
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